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１．はじめに

再生可能エネルギー研究センター（READ：Renewable 

Energy Advanced Research Center）は 12 の研究チームか

ら構成される研究ユニットで，主務をエネルギー・環境

領域の帰属としています．福島再生可能エネルギー研究

所 (FREA) とつくばセンターを主な拠点とし，FREA 側を

READ-FREA，つくば側をREAD-つくばと呼んでいます．当

研究センターはカーボンニュートラル社会の実現に向けた

再生可能エネルギーの大量導入と適正利用の実現を目標と

しており，これを達成するために，以下の 3 つの戦略課題

を設定しています．

戦�略課題①主力電源化に向けた利用拡大および O&M 技術

開発

戦�略課題②カーボンニュートラル実現に向けた次世代エネ

ルギーネットワーク技術

戦�略課題③適正な導入拡大のための研究開発，データベー

ス構築

地質調査総合センターのメンバーでもある地熱研究チー

ム，地中熱研究チームは READ-FREA に属し，戦略課題③

への取り組みを主たるミッションとしています．地下に存

在する地熱・地中熱が本質的に有する不確定性や，地域社

会との共存を念頭に置き，「適性な導入拡大」のための研究

開発およびデータベース構築を実現し，カーボンニュート

ラルおよびエネルギー自給の実現に寄与することを目標と

しています．各研究チームにおける研究戦略を以下に述べ

ます． 

２．地熱研究チーム

2. 1　地熱研究チームの研究開発戦略
我が国の地熱発電は，安定的な再生可能エネルギーとし

てベースロード電源に位置付けられており，2030 年まで

に 1.5 GW の総設備容量を達成という 2020 年比で 2.5 倍

以上（資源エネルギー庁，2024；資源エネルギー庁資源・

燃料部，2024）の大幅な導入拡大を目指しています．加え
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て，第７次エネルギー基本計画には，抜本的な地熱発電の

導入拡大を実現するため，次世代型地熱技術（超臨界地熱，

クローズドループ，地熱増産システムなど）の研究開発・実

証に取り組むことが掲げられています．資源エネルギー庁

と環境省は，これらの早期実現を目指した「地熱開発加速

化パッケージ」（資源エネルギー庁資源・燃料部，2024）を

とりまとめ，新たな取り組みを始めています．チャレンジ

ングな次世代技術の「加速化」を効果的に進めるためには，

先進的かつ着実な研究開発が不可欠です．

地熱研究チームでは「地熱の適正利用」をキーワードに，

地下や社会の状態に合わせて地熱を安定かつ低環境負荷に

利用することを目標に一連の研究開発を実施しています．

ここでは今後 5 〜 10 年の短期的目標として，①在来型地熱

発電における発電量の増大，持続性の維持，不確定性低減

への直接的寄与，②地熱発電導入促進・地域との共生のた

めの技術開発，③東日本大震災被災地域における地熱関連

産業の振興に対する寄与（地域連携）を実現する計画です．

また 2050 年頃の実現を目指す中長期的目標として，④深

部・高温のマグマ起源水を熱源として利用する超臨界地熱

発電による国内総容量 10 GW 以上の達成，⑤次世代型を

含む様々な形態の地熱開発に適合する地熱資源評価，⑥地

熱発電の社会実装モデルの構築等を掲げています．

2. 2　 2026 年度の主な研究活動
上記の目標の達成に向けて，2026 年度は以下に示す研

究開発を行います．

（1）超臨界地熱発電の実現に向けた研究開発

これまでに NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機

構）からの委託研究を通じ，岩手県葛根田地域等を対象とし

て超臨界地熱システムの詳細なモデル化・資源量評価（第 1

図）と調査井の仕様策定や，国内複数地域の既存調査に対す

る追加検討とそれに基づく再評価等を実施してきました．

今年度は，近い将来の試験掘削フェーズへのスムーズな移

行に備えて，熱－水理－力学－化学連成シミュレーション

技術，岩石・流体に関する物性データベース等の共通基盤

の整備を推進します．
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（�2）地下評価技術の高度化ならびに地域関係者との相互

理解促進に向けた研究開発

地熱発電の導入促進のためには，温泉帯水層と地熱貯留

層との水理的接続性を適切に評価するとともに，その結果

を地域関係者にわかりやすい形で提示し，対話を促進して

いくことが重要です．本年度は，海外研究機関とも連携し，

ニュージーランドの地熱地域等を対象として先端的な地下

評価手法を適用することで，当該地熱システムに対する科

学的理解の深化を図るとともに，地域関係者との相互理解

促進に資する研究開発に着手します．

（3）国内企業との連携による社会実装事業

これまで科研費事業や NEDO 事業等の国の研究プロジェ

クトで，微小地震観測に基づく貯留層モニタリングや地下

イメージングに係る基礎研究～応用研究・開発を行い，高

度な解析手法の構築・整備をしてきました（第 1 図）．本手

法を実用化フェーズに近づけるため，国内企業と連携して，

実フィールドへの適用と，それを通じた今後の研究開発課

題の洗い出しを行っています．この中では，さらなる手法

の高度化のみならず，地震計そのものの改良も含めて，よ

り事業化に直結する課題に挑戦します．

（�4）地熱分野で培われた技術の未利用地下資源分野への

展開

地熱分野の研究開発を通じて蓄積してきた多様な知見・

地下評価技術を，近年注目を集めている天然水素をはじめ

とする未利用地下資源の開発へ横展開し，その早期実用化

に資する研究開発に取り組みます．

３．地中熱研究チーム

3. 1　地中熱研究チームの研究開発戦略
地中熱研究チームでは，「地中熱の着実な普及と大量導入

の実現」をミッションに掲げて，企業や行政を対象とする

ニーズプル型の地中熱社会実装研究を推進しています．地

中熱社会実装研究は，第 3 図に示すとおり，①地中熱普及

方法論の研究，②水文地質・熱物性データの整備，③地中

熱・再エネ熱利用システム最適化の３つの研究テーマで構

成されており，各テーマの研究活動が相互連携することで，

「持続可能な地域社会形成・脱炭素経営のためのシナリオ整

備・提供」や「地域特性に応じた地中熱の適正利用の促進」

といった成果発現を目指します．これらの社会実装研究を

通じて地中熱の普及支援・適正利用を推し進めるとともに，

地中熱の導入拡大およびデータベース構築に貢献します．

また，将来的な新産業「福島発再エネ熱利用ビジネス」の創

出と地域活性化を目指して，社会的に高まる省エネニーズ

に対応可能な熱利用連合体の形成，ならびに再エネ熱・未

利用熱統合利用技術の開発に取り組みます．

第 1 図　超臨界地熱システムの詳細モデル化の際に用いた地下比抵抗構造（葛根田地域）（Yamaya et al. , 2022）．
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第 2 図　微小地震観測で得られる微小地震分布と既存亀裂構造の対比（奥会津地熱地域）（Okamoto et al. , 2025）．

第 3 図　地中熱研究チームが推進する社会実装研究テーマと開発目標．

3. 2　 2026 年度の主な研究活動
各研究テーマについて，2026 年度は以下に示す研究開

発を行う計画です．

（1）地中熱普及方法論の研究

地中熱の導入を促すには，ユーザーが欲する情報（導入

メリット等）や利用しやすい情報等を適切に提供する必要

があります（冨樫ほか，2024）．そこで，本年度は，地中熱

利用システムの新たな価値の定量化（気候変動下の適応性

定量化，インパクト評価，プレイヤーの価値化等）をより

進展させるとともに，新たに多目的最適化手法を適用する

意思決定支援技術の開発に着手して，地中熱導入メリット

の定量化を目指します．並行して，研究成果の着実かつ確

実な社会実装を達成するために，NEDO 委託研究を通じて，

地中熱ポテンシャル・適地評価技術の高度化や自治体・企

業向けの地中熱・再エネ熱導入支援技術開発を行います．

（2）水文地質・熱物性データの整備

地中熱利用システムの設計に用いる熱物性値である「見

かけ熱伝導率」について，原位置試験で推定した見かけ熱

伝導率データの充足を図るとともに，これらのデータを分

析して層相別一般値の評価を行います．これにより，適切

な地中熱利用システムの設計に貢献します．また，当チー

ムが開発した高精度かつ安価に見かけ熱伝導率を推定する

ための原位置試験技術（第 4 図）の社会実装を促進するため

に，本年度はデータ解析手法の高度化に取り組みます．
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（3）地中熱・再エネ熱利用システム最適化

社会的に高まりを見せる熱利用設備の省エネニーズに対

応するには，地中熱と他再エネ熱との技術的統合と省エネ

ソリューション創出が不可欠です．多様な再エネ熱の中で

も一定温度で場所を選ばずに利用できる地中熱は基幹熱源

として扱えるため，再エネ熱利用の促進を図ることは，結

果として地中熱利用システムの適正かつ長期安定運用の実

現につながります．本年度は，複数企業からなる熱利用事

業連合体との連携活動を推進して，複数の再エネ熱源を統

合利用するシステムのコンセプト設計や商業ベースの実証

実験に取り組みます．また，新規研究テーマとして，ヒー

トポンプを使用しない高効率融雪システムの実証研究や低

GWP 混合冷媒の開発にも着手します．

４．おわりに

本稿をまとめるにあたり，同研究センターの石橋琢也地

熱研究チーム長，及び冨樫　聡地中熱研究チーム長のサ

ポートがあったことを記しておきます．
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第 4 図　見かけ熱伝導率を推定するための原位置試験技術．


